
NPO法 人 SouRire ba‖ oon
定款

第 1章 総 則

(名  称 )
第 1条  この法人は、将書0需訪【 SouRire ba‖ oon という。

(事務所)      NPO,去
人

第 2条  この法人は、主たる事務所を東京都葛飾区におく。

(目  的 )
第 3条  この法人は、パルーンアー トを通じて子どもたちや地域の人々に実顔と希望

を届けることを目的とする。子どもたち、障害のある方、ひとり親家庭、両

親のいない子どもたちなど、様々な背景を持つ人々が安心して参加できる時

間を創出し、芸術的表現と心の交流を通じて、地域社会の温もりと共生、コ

ミュニティづくりを目的とする。

(特定非営利活動の種類 )

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類のNPO活動を行う。
(1)保健、医療又は福社の増進を図る活動

(2)社会教育の推進を図る活動

(3)ま ちづくりの推進を図る活動

(4)学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

(5)人権の擁護又は平和の推進を図る活動

(6)子どもの健全育成を回る活動

(事業の種類 )

第 5条  この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし
て、次の事業を行う。

(1)子 どもとその家族を対象とした芸術・表現活動の企画・運営事業

(2)地域住民との交流を促進するイベン ト・ ワークシヨツプの開催事業

(3)心の アや感情表現を支援するパルーンアー ト等の鶴作活動事業

(4) 若者の社会多加を促す教育・啓発事業

(5)事業 容に対する広告宣伝事業

第 2章 会 員

(種 別 )
第 6条  この法人の会員は、次の 3種 とし、正会員をもつて特定非営利活動促進法上

の社員とする。

(1)正会員 この法人の目的に賛同して入会した個人
(2)協力会員 この法人の目的に賛同じ活動を支援するために入会した個人及体
(3)賛助会員 この法人の目的に賛同じ賛助するために入会した個人及び団体

(入 会 )



第 7条
2
会員の入会について、特に条件は定めない。

会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、

理事長に申し込むものとする。

理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認め

なければならない。

理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書
面をもつて本人にその旨を通知しなければならない。

３

　

　

４

(入会金及び会費)

第 8条  1 この法人は、正会員に対して入会金及び会費を徴収しない。
2 協力会員及び賛助会員は、総会で別に定める入金金及び会費を納入しな
ければならない。

3 会費の納入方法、納期等については、理事会の定める規定による。

(会員の資格の喪失 )

第 9条 会員が次のいずれかに腋当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会の申し出があつたとき。

(2)本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅したと

き。

(3)継続して 1年以上会費を滞納したとき。

(4)総会の議決により除名されたとき。

(退 会 )
第10条 会員は、退会 しようとするときは、その旨を文書により代表理事に提出 し、

任意に退会することができる。

(除 名 )
第11条 会員が次のいずれかに腋当する場合には、総会の議決により,こ れを除名す

ることができる。

(1)法令または定款に違反 したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

2 前項の規定により会員を除名 しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明
の機会を与えなければならない。

〈拠出金品の不返還 )

既に納入された寄付金、その他拠出金品は、いかなる理由があっても返還 しな

い。

第 3章 役 員
(種別及び定数 )

第12条  この法人に、次の役員を置 く。
(1)理事  3人 以上
(2)監事  1人 以上
2 理事のうち 1人を代表理事とする。
(選任等 )

第13条  理事及び監事は、総会において選任する。



2 代表理事は、理事の互選とする。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは 3親等以内の
親族が 1人 を超えて含まれ、又は当腋役員並びにその配偶者及び 3親等以内の

親族が役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない。
4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな
い。

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務 )
第14条 代表理事は、この法人を代表し、その業務を総理する。
2 代表理事以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。
3 代表理事に事故があるとき又は代表理事が欠けたときは、代表理事があらかじ
め指名した順序によつて、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づ
き、この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為

又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合に

は、これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述
べること。

(任期等 )

第15条 役員の任期は、 2年とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現
任者の任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務
を行わなければならない。

(欠員補充 )

第16条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞
なくこれを補充しなければならない。

(解 任 )
第17条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す

ることができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわ しくない行為があつたとき。

2 前項の規定により役員を解任 しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明
の機会を与えなければならない。

(報酬等 )

第18条  役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。
3 前 2項に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が別に定める。



第 4章 会 議

(種 別 )
第19条  この法人の会饉は、総会及び理事会の 2種 とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成 )

第20条  総会は、正会員をもつて構成する。

(総会の権限 )

第21条  総会は、以下の事項について臓決する。
(1)定款の変更

(2)解散及び合併

(3)会員の除名

(4)事業計画及び予算並びにその変更

(5)事業報告及び決算

(6)役員の選任及び解任

(7)役員の職務及び報酬

(3)入会金及び会費の額

(9)資産の管理の方法

(10)借入金 (その事業年度内の収益をもつて償還する短期借入金を除く。第47

条において同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄

(11)解散における残余財産の帰属

(12)事務局の組織及び運営

(13)そ の他運営に関する重要事項

(総会の開催 )

第22条  通常総会は、毎年 1回開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載 した書面により招集の請求

があつたとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集 )

第23条  総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、代表理事が招集する。
2 代表理事は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったときは、
その日から30日 以内に臨時総会を招集 しなければならない。

3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日 前までに通知 しなければ

ならない。

(総会の議長 )

第24条  総会の議長は、その総会に出席 した正会員の中から選出する。

(総会の定足数 )



第25条 総会は、正会員総数の 2分の 1以上の出席がなければ開会することはできな
い 。

(総会の議決 )

第26条  総会における臓決事項は、第23条第 3項の規定によつてあらかじめ通知した
事項とする。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をも
つて決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案した場合において、正
会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案

を可決する旨の社員総会の決議があつたものとみなす。

〈総会での表決権等 )

第27条  各正会員の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された
事項について書面若しくは電磁的方法をもつて表決し、又は他の正会員を代理

人 として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用について
は、総会に出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加
わることができない。

(総会の議事録)

第28条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな
い 。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若しくは電磁的方法による衰決者又は表決委

任者がある場合にあつては、その数を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、饉長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、署名また
記名押印しなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意
思表示をしたことにより、総会の決議があつたとみなされた場合においては、

次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)総会の決饉があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があったものとみなされた日及び正会員総数

(4)議事録の作成に係る職務を行つた者の氏名

(理事会の構成)

第29条 理事会は、理事をもつて構成する。

(理事会の権能)

第30条  理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を出決する。
(1)総会に付出すべき事項



(2)総会の議決 した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の議決を要 しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催 )

第31条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)代表理事が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 2分の 1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により

招集の請求があつたとき。

(理事会の招集)

第32条  理事会は、理事長が招集する。
2 代表理事は、前条第 2号の規定による請求があつたときは、その日から14日 以
内に理事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日 前までに通知しなければ

ならない。

(理事会の議長 )

第 33条  理事会の議長は、代表理事がこれにあたる。

(理事会の議決 )

第34条 理事会における饉決事項は、第32条第 3項の規定によつてあらかじめ通知し
た事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決し、可否同数のときは、議長の
決するところによる。

(理事会での表決権等 )

第35条 各理事の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された
事項について書面をもつて表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理
事会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加
わることができない。

(理事会の議事録 )

第36条  理事会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければなら
ない。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (■面表決者にあっては、その旨を付記

すること。 )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が署名ま
たは記名押印しなければならない。



第 5章 資 産

(資産の構成 )

第37条  この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。
(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)財産から生じる収益

(5)事業に伴 う収益

(6)補助金及び助成金

(7)その他の収益

(資産の区分 )

第38条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。

(資産の管理 )

第39条  この法人の責産は、代表理事が管理 し、その方法は、総会の議決を経て、代
表理事が別に定める。

第 6章 会 計
(会計の原則 )

第40条  この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従つて行わなければならな
い 。

(会計の区分 )

第41条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計とする。

(事業年度 )

第42条  この法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算 )

第43条  この法人の事業計口及びこれに伴う予算は、毎事業年度、代表理事が作成
し、総会の議決を経なければならない。

(暫定予算 )

第44条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないとき
は、代表理事は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に

準じ収益費用を講じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正 )

第45条  予算成立後にやむを得ない事由が生 じたときは、総会の議決を経て、既定予
算の追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第46条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産日録等決算に関す



る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受

け、総会の臓決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措置 )

第47条 予算をもつて定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を
し、又は権利の放楽をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更 )

第48条  この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の 4分の
3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する事項について

は、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定歌を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない
事項を除く。)したときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散 )
第49条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以
上の議決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なけ
ればならない。

(残余財産の帰属 )

第50条  この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除 く。)し たと
きに残存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決

したものに醸渡するものとする。

(合 併 )
第51条  この法人が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 公告の方法

(公告の方法 )

第52条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載 して



行う。ただし、法第28条の2第 1項に規定する貸借対照表の公告について

は、この法人のホームページにおいて行う。

第 9章 事務局

(事務局の設置 )

第53条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができ
る。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置くことができる。

(職員の任免 )

第54条  事務局長及び職員の任免は、代表理事が行う。

(組織及び運営 )

第55条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が
別に定める。

第10章 雑 則

(細 則)
第56条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、代表理事がこ

れを定める。

附 則
1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。

2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。
代表理事   坂入 かほり
理  事   田口 直美
理  事   千野 喜庸子
監  事   高杉 青子
3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわ らず、この法
人の成立の日から令和 9年 6月 30日 までとする。
4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条 の規定にかかわ らず、この法人の成立
の日から令和 8年 3月 31日 までとする。
5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわらず、設立総
会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げ
る額とする。

(1)入会金 正会員 (個人)0円
活動会員 (個人・団体)0円
賛助会員 (個人・ 団体)0円

(2)年会費 正会員 (個人)0円
活動会員 (個人・ 団体)1口 1,500円

賛助会員 (個人・ 団体)1口 3,000円

(1日以上 )



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係) 設立 。役員変更用

役 員 名 簿 (銀名級 確 員のうち颯■観 ける者の

“

)

特定非営利活動法人 NPO法 人 Sou Rire ba‖ oon

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

′ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)′

2 役員一覧

(フ リガナ)
報酬の有無 役職名等

氏  名
役 名

サカイリ カホリ
無 代表理事

坂入  かほり
理事

タグチ ナオミ
理事無，

‘ 理事
田口 直美

チノ キヨコ
無 理事

●

Ｊ 理事
千野 喜庸子

タカスギ イクコ
監事無■

４ 監事
高杉 育子

Ｒ

Ｊ

´
０

７

，

０
●

０

フ

10

■
■
■



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係)

設立 `定款変更用

令和 7年度 事 業 計 画 書

NPO法人 随亜Ш■_balttШ
1 事業実施の方針

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 70 】千円 )
定示に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

子どもとその
家族を対象と
した芸術・表
現 活 動 の 企
画・運営事業

地域自治体・団体と連携し
ながら、イベントやおまつ
りにてバルーンアー トを
無料配布。協力会員や未成
年メンパーも参加し、準備
から当日までの運営を協
働することで、地域とのつ

班:響

`。

メンバーの育成

10月
11月
2月

足立区、
葛飾区

8名

足立区六
町駅近隣
住民、葛
飾区金町
駅近隣住
民

600人 30

地域住民との
交流を促進す
るイベン ト・
ワークショッ
プの開催事業

地
問
る
シ
の

域住
わず
交流
ヨツ
準備

民が年齢や背景を
安心して参加でき
イベン トやワーク
プの開催に向けて

12月
1月 、
2月 、
3月

葛飾区 9名 未定 未定 10

心のケアや感
情表現を支援
するバルーン
アー ト等の創
作活動事業

医療的ケア児、障がいのあ
る方、心に不安を抱える子
どもな ど支援が必要な
方々にも配慮し、バルーン
を無料提供する。

12月 葛飾区東
金町

2名

母子生活
支援施設
で暮らす
子ども

30人 2

デ
´
ヽ

∈:ど もレた若者
の
‐
社会参加を
促す教育 。啓
発事業

子どもや若者が地域社会
の一員として自らの役割

警]装響蒸I:}諧百欝響X
画・運営する年齢や心身の
状況にかかわらず、それぞ
れの得意や思いを活かせ
る機会を提供する。スタッ
フによる見守 り体制も整
える。

10月
11月
12月
1月
2月
3月

葛飾区
足立区

9名 未定 未定 5

事業内容に対
する広告宣伝
事業

地域の産業フェアや公共
施設等において団体の活
動紹介チラシを設置。配布
することで、広く地域住民

を層孵最毎惟酪22
業フェアなど地域に根ざ
した催 しに参加すること
で地域とのつながりを深
める。

10月
10日 ～
17日

テクノプ
ラザかつ
しか

1名
葛飾区の
企業 。一
般区民

不明 13

′′

団体の活動や理念を広く
伝えるため、SNS。 チラ
シ。webサイ ト等を活用し
た情報発信を行う。

10月 、
11月 、
12月 、
1月
2月
3月

葛飾区 5名
葛飾区の
企業 。一
般区民

不明 10



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係)

設立 口定款変更用

令和 8年度 事 業 計 画 書

NPO法 人 SouRire bal loon

1 事業実施の方針

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 438 】千円 )
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

子どもとその
家族を対象と
した芸術・表
現 活 動 の 企
画・運営事業

地域自治体・団体と連携し
ながら、イベントやおまつ
りにてバルーンアー トを
無料配布。協力会員や未成
年メンバーも参加し、準備
から当日までの運営を協
働することで、地域とのつ

を省1者|。
メンパーの育成

4月 、
5月 、
8月 、
10月
11月
2月

足立区、
葛飾区、
三郷市

9名

足立区六
町駅近隣
住民、葛
飾区金町
駅近隣住
民、三郷
市民

1200
人

200

地域住民との
交流を促進す
るイベン ト・
ワー ク シ ョ ッ
プの開催事業

地域住民が年齢や背景を
問わず安心して参加でき
る交流イベン トやワーク
ショップの開催。

7月 、
8月 、
12月

葛飾区周
辺

9名 葛飾区金
町駅周辺

100人 170

心のケアや感
情表現を支援
するバルーン
アー ト等の創
作活動事業

医療的ケア児、障がいのあ
る方、心に不安を抱える子
どもな ど支援が必要な
方々にも配慮し、パルーン
を無料提供する。

施設のイ
ベント等
に合わせ
て

葛飾区周
辺予定

9名

病院や施
設で暮ら
す子ども
たち

100人 40

促
発

参
育

若者
加を
。啓

子どもや若者が地域社会
の一員として自らの役割
を見出し、安心して参加で
きる教育・啓発活動を企
画・運営する年齢や心身の
状況にかかわらず、それぞ
れの得意や思いを活かせ
る機会を提供する。スタッ
フによる見守り体制も整
える。

通年
葛飾区
足立区
三郷市

9名 未定 未定 13

事業内容に対
する広告宣伝
事業

団体の活動や理念を
伝えるため、SNS・
シ。webサイ ト等を活
た情報発信を行う。

広く
チラ
用し
通年

葛飾区
足立区
三郷市

5名
葛飾区の
企業・
般区民

不明 15



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和7年度 活動予算書 (その他事業が左登場合)
NPO法 人  SouRire ba‖ oon

正会員受取会費
協力会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

170.000

170,000
0

3 晏取助威金等
受取補助金

4~羽取 要
~~~~  ~~~~ ~

子どもとその家族を対象とした芸術・表現活動の企画・運営事業収益
地域住民との交流を促進するイベント・ワークショップの開催事業収益
心のケアや感情表現を支援するパルーンアート等の創作活動事業収益
ユ尋 どもや若者の社会参加を促す教育・啓発事業収益´
その他目的達成のために必要な事業収益

受取利息

の

170.000:収 益
=

8,000

B
1

1

40

30

70

2

2

2

(1

20,000

)

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

|:::]ア 保険加入

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

当 期 経 常 1 減  額 A B 72.000

過年度損益修正益
田

災害損失

当 期 経 常 タ 増 減 : C D

1前 当 正  味
人 70.000

)― ( )+( 2.000

・ ・・ C
∩



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係)

令和 8年度 活動予算書 (その他事業が生登場合)
NPO法 人 おuRire ball∞ n

000

正会員受取会費
協力会員受取会費

0

4,500

[~即 覆 勝 橙

~~~

受取寄附金
施設等受入評価益

600.000
600,000
0

0

3 受取助成金等
受取補助金

4 事彙収整
子どもとその家族を対象とした芸術・表現活動の企画・運営事業収益
地域住民との交流を促進するイベント・ワークショップの開催事業収益
心のケアや感情表環を支援するパルーンアー ト等の創作活動事業収益

4ξぎども,や若者の社会参加を促す教育・啓発事業収益‐
ぞあ絶十目的達成のために必要な事業収益

受取利息

613.500

1

,-r:./a ブ 50 000

01

nl

50,0001

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

20,000
150,000
0

(2)その
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
ボランティア保険

60.000
8,000

12.000

2 70

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

60,000
0

10,000
0
0

520.000
ξ 期 経 常 増 減 額 A B 93.500

過年度損益修正益
|●

災害損失

|ヨ

D

,期 経 常 外 増 滅 C D
1前 当 期 正 味 , ①+( |

H「 | 正

70.000
2.000

繰 越 正 味 財
"

)+|

|



設   立   用
書式第 6号 (法第 10条関係)

NPO法 人 SouRire ba‖ oon 設立趣旨書

現代社会において、子どもたちやその家族が孤立や不安を抱える場面が少なくありません。安心

して心を開ける場が不足しています。特に、ひとり親家庭や両親のいない子ども・病気や障害・喪

失体験などに直面すると、地域とのつながりが希薄になりがちであり、笑顔や希望を分かち合える

機会が限られてしまいます。

私たちは、バルーンというやわらかな媒体を通じて、笑顔と希望を届ける活動を続けてきまし

た。SouRlre balloonは 、バルーンを通じて子どもたちやその家族、地域の人々に笑顔と安心を届

ける活動を行い、心のつながりを育むことを目的としています。特に、病気や喪失、経済的困難な

どに直面する子どもや家族に対して、無料または安価で参加できるイベントや交流の場を提供し、

孤立の予防と心のケアに寄与することができればと思い、ⅢЮ法人としての設立を決意しました。

バルーンは、ただの遊び道具ではありません。それは、笑顔を運ぶ贈り物であり、記憶と未来を

結ボ架け橋となり、誰かの心に灯る小さな光になります。

具体的には、地域でのバルーンアー トイベントやワークショップ、福祉施設への訪間、ボランテ

ィアの育成、他のNPO法人との協力、銀Sを活用した啓発活動などを行います。

これまで仲間たちと活動してきましたが、活動依頼も増え、より多くの方々に安心して参加いた

だくためには、法的な信頼性と継続性が必要です。法人格を取得することで、活動の透明性を高

め、支援の輸を広げていくことが可能になります。また、今までは関わることのできなかった、病

院や障がい者施設・児童養護施設などの静かな部屋にも、バルーンに込めた希望を届けたいと願っ

ています。

私たちの活動には、DDを抱える少年も参加しています。彼は長らく引きこもりがちで、人との
関わりに不安を感じていました。最初は静かに見守るだけだった彼が、ある日、自分の手でバルー

ンを作り、小さな女の子に手渡す姿を見せてくれました。その小さな一歩が、彼自身の世界を広げ

るきっかけになり、今ではほんの少しずつですが周りとのコミュニケーションも取れるようになっ

てきています。

SouRire balloonは 、こうした「ほんの少しの変化」を大切に育てる場所です。バルーンは、誰

かの心にそつと触れる力を持っています。そしてその力は、孤独をほどき、つながりを編み直す糸

にもなり得るのです。私自身も娘を亡くし喪失感から心の中に孤独を抱えて過ごしていた時期があ

りました。その経験があったからこそ、今、同じように痛みを抱える人にそっと手を差し伸べるこ

とができます。

私たちは、誰もが笑顔になれる場を地域に根ざして育てていきます。設立日は、私の亡き娘の誕

生日である12月 14日 を予定しており、この日を希望の記念日として、未来へとつなげていきます。

2025年 9月 20日

設立代表者 氏名 坂入  かほり




